
武蔵野市
第七次総合情報化基本計画
（令和５年度から７年度まで）

【概要版】

■ 計画の位置付け
・ 本計画は、「市町村官民データ活用推進計画」と位置付け、また「自治体ＤＸ推進計画」を考慮した計画とします。
・ ⾧期計画の目標を達成するための個別計画として位置付けます。
・ 「武蔵野市自治体ＤＸに関する全体方針」（以下「ＤＸ全体方針」という。）の考え方を引継ぎ、「ＤＸ全体方針」
を包含したものとして策定します。

第１章 本計画の位置付け

■ ＤＸの定義・計画策定の目的
【本計画におけるＤＸの定義】
・ 第七次総合情報化基本計画（以下「本計画」という。）においては、ＤＸを「市民目線で業務の見直しを行い、デジ
タル技術を活用し、市民の利便性と職員の業務効率を上げ、市民福祉の向上につなげること」と定義し、変化を恐れ
ず取り組んでいきます。

【本計画策定の目的】
・ 武蔵野市第六期⾧期計画（以下「⾧期計画」という。）で掲げる目指すべき姿『誰もが安心して暮らし続けられる 魅
力と活力があふれるまち』の実現に向けて、デジタル化の側面から寄与するための計画とします。
・ 国の動向や市民ニーズを踏まえつつ、武蔵野市第六次総合情報化基本計画（以下「前計画」という。）からの継続
性や市として注力すべき事項という観点から、基本方針や基本施策、施策を定め、実行可能な取組を明確化します。
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第２章 情報化の方向性

■ 本計画における基本方針
⾧期計画が掲げる目指すべき姿及び５つのまちづくりの基本目標をデジタルの視点で達成に寄与するために以下の3つ
の基本方針を定めます。

基本方針 ３ 情報セキュリティの徹底基本方針 ３ 情報セキュリティの徹底

■ 基本方針を実現するための基本施策

Ⅰ 窓口サービス
の利便性向上

Ⅱ 市民生活を支
えるデジタル
技術の活用

Ⅲ 業務改善及び
働き方改革の
推進

Ⅳ ＤＸ推進に向
けた基盤整備

オンラインで利用できるサービスを拡充し、いつでも、どこでも自分にあった方法を選択できる行政サービスを目指し
ます。デジタル機器が苦手な方、様々な事情によりデジタル機器を利用しないもしくは利用できない方がいることも
念頭において、対面による窓口対応の重要性も考慮していきます。

基本方針 １ 市民目線の行政サービス基本方針 １ 市民目線の行政サービス

基本方針 ２ 市役所業務の効率化基本方針 ２ 市役所業務の効率化

デジタル技術の導入自体が目的とならないよう、新しい価値を生み出すような視点で業務を見直していきます。ま
た、デジタル技術を活用することで効率的かつ柔軟な働き方を目指します。

デジタル社会に対応した情報セキュリティのさらなる強化に努め、個人情報保護を第一に安全にデジタル技術を
活用していきます。

・災害時の情報提供、効果的な市政情報の発信の拡充を図ります。その際には、
利用しやすさ、分かりやすさを重視します。
・健康福祉や子ども子育て、教育分野等、幅広い分野におけるデジタル技術の活用
を推進します。

・情報セキュリティ対策を徹底し、安全にデジタル技術を活用していきます。
・ＤＸ推進に向けて、自治体情報システムの標準化・共通化など基盤整備を確実
に実施していきます。
・庁内のデジタル人材育成や、外部専門人材の活用により、ＤＸ推進を支えていき
ます。

・いつでも、どこでも行える窓口サービスの提供を目指します。
・オンライン化に馴染まない窓口サービス、対面が引き続き望まれる窓口サービスにつ
いても、待たずにスムーズな窓口の実現を目指します。さらには、デジタル技術の活
用により、誰一人取り残されないような窓口対応の実現に取り組んでいきます。

・デジタルを前提とした業務の見直し、先進技術の研究を推進することにより、さらな
る業務改善に取り組んでいきます。
・業務改善と並行して、テレワーク等の柔軟な働き方について検討し、職員や教職
員の働き方改革にもつなげていきます。
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第３章 情報化施策と取組内容
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■ 情報化施策の体系
基本方針を実現し、基本施策を具体化するための実施事項を整理し10の施策を定めました。取組として推進する事
項は、市民アンケートや前計画での実施事項、他市動向や事例をもとに、本市に必要な事項、本市に適しているものと
いう観点で決定しました。

取組施策基本施策

１ 窓口業務のオンライン化の推進１ いつでも、どこで
も行える窓口サー
ビスの提供

Ⅰ 窓口サービス
の利便性向上

２ 地図閲覧のオンライン化検討

３ 書かない・待たない・スムーズな窓口の実現

２ 利用しやすい窓口
の実現

４ 窓口手数料等のキャッシュレス決済の導入

５ 誰一人取り残されない窓口対応の実現

６ 市ホームページ・ＳＮＳ等を利用した市政情報の
発信・提供の充実３ 市 民 に と っ て 便

利・有益・分かり
やすい情報の提供

Ⅱ 市民生活を支
えるデジタル
技術の活用

７ ウェブアクセシビリティの向上推進

８ 誰もがデジタルを活用できるための支援や環境の
整備

４ 誰もがデジタルの
恩恵を享受できる
地域社会の実現

９ 効果的な学習環境の整備

10 保健センター増築及び複合施設整備におけるデジタ
ル技術の活用

11 災害時や犯罪等発生時における市民への情報発信の
充実及び災害時の情報収集・意思決定体制の強化

５ 誰もが安心して暮
らし続けられる環
境の実現

12 文書及び財務（予算・契約・会計）事務のさらなる
電子化の検討及びペーパーレス化の推進６ デジタルを前提と

した業務の見直しⅢ 業務改善及び
働き方改革の
推進

13 デジタル技術等の活用及び将来を見据えた先進技術
の研究

14 心身ともに健康で、柔軟な働き方の検討

７ 働き方改革の推進
15 デジタル技術を活用した教員の働き方改革の推進

16 情報セキュリティの徹底
８ デジタル社会への

対応

Ⅳ ＤＸ推進に向
けた基盤整備

17 社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）への
対応

18 自治体情報システムの標準化・共通化への対応

９ 将来を見据えたイ
ンフラの整備

19 クラウド環境の活用検討

20 市民参加を推進するオンライン環境の整備

21 デジタル人材の育成

10    人材の確保・育成
22 外部専門人材の活用

３

付録

■ 職員に求めるデジタル化に関するスキル
本計画を推進してくために必要となる「職員に求めるデジタル化に関するスキル」について、職層・役割別（管理職、
ＤＸ推進の中心となる各課職員（ＤＸ推進人材）、全ての職員）に整理しました。

第４章 推進体制

■ 推進体制
本計画の推進にあたっては、以下の体制で進めていきます。

ＩＣＴ戦略会議下部組織については、以下のとおりです。

４

Ⅰ 国・都などにおける情報化の動向 Ⅱ 本市における情報化の動向 Ⅲ 市民ニーズの動向 用語集

担当課 武蔵野市総務部情報政策課


